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NY マーケットレポート（2021 年 1 月 14 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 22 時 00 分～午前 6 時 30 分まで） 

主要な米経済指標の結果 

新規失業保険申請件数 96.5 万件（予想 78.5 万件・前回 78.7 万件⇒78.4 万件） 

失業保険継続受給者数 527.1 万人（予想 500.0 万人・前回 507.2 万人） 

米新規失業保険申請件数（1/9 までの週）は、前週比+18.1 万件と 2 週連続で増加となった。新型コロナ

ウイルスの感染再拡大の影響が労働市場に広がっていることが示された。一方、失業保険継続受給者数

（1/2 までの週）は、+19.9 万人と 5 週間ぶりの増加となった。 

 

 

データを基に SBILM が作成 
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12 月輸入物価指数（前月比） 0.9％（予想 0.7%・前回 0.1%⇒0.2%） 

12 月輸入物価指数（前年比） -0.3％（予想 -0.8%・前回 -1.0%） 

12 月の米輸入物価指数は、市場予想を上回ったが、前年比ベースでは 11 ヵ月連続でマイナスとなった。

石油が大幅に上昇したことが押し上げ要因となった。石油は 9.1％（前月 2.9％）、産業資材が 4.2％

（1.3％）、と伸びたものの、食品は-0.2％（-2.2％）と低下した。輸入元別では、カナダが+3.7％、中

南米が+1.3％、EU が+0.6％、中国が+0.3％、日本が+0.2％だった。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

パウエル FRB 議長の講演での主な発言 

 

・インフレや不均衡がない限り利上げしない 

・物価には近く上昇圧力がかかる可能性も 

・利上げのタイミングは全然近くない 

・債務負担は歴史的にみれば高水準ではない 

・今は出口戦略について話す時期ではない 
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ダウ平均は続落、ナスダック、S&P500 は反落 

NY 市場では、序盤に発表された米新規失業保険申請件数が市場予想を上回る大幅な増加となったことを

受けて、ドルは軟調な動きとなった。さらに、米主要株価指数が上昇して始まり、ダウ平均とナスダッ

クが取引時間中の最高値を更新する動きとなったことも加わり、ドルは上値の重い動きとなった。一方、

クロス円は株価上昇を受けて、堅調な動きとなった。ただ、ECB 理事会の議事要旨でユーロ高を懸念する

意見があったことが改めて明らかになったことや、イタリアの政治的な不安定も懸念要因となり、ユー

ロは欧州時間から軟調な動きが続き、対ドルで昨年 12/11 以来、対円で 12/21 以来の安値を付けた。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ドル円・クロス円は上値の重い動き 

NY 市場では、序盤に発表された米新規失業保険申請件数が市場予想を上回る大幅な増加となったことを

受けて、ドルは軟調な動きとなった。さらに、米主要株価指数が上昇して始まり、ダウ平均とナスダッ

クが取引時間中の最高値を更新する動きとなったことも加わり、ドルは上値の重い動きとなった。一方、

クロス円は株価上昇を受けて、堅調な動きとなった。ただ、ユーロは ECB 理事間の議事要旨でユーロ高

を懸念する意見があったことが改めて明らかになったことや、イタリアの政治的な不安定も懸念要因と

なり、ユーロは欧州時間から軟調な動きが続き、対ドルで昨年 12/11 以来、対円で 12/21 以来の安値を

付けた。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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